
(証券コード6382)
平成28年６月８日

株 主 各 位
愛 知 県 豊 田 市 柿 本 町 一 丁 目 ９ 番 地

トリニティ工業株式会社
取 締 役 社 長 水 川 政 明

　

第82期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第82期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう

ご案内申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数

ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示

のうえ、平成28年６月23日（木曜日）営業時間終了時（午後５時30分）までに到着するようご送

付いただきたくお願い申しあげます。

敬 具
記

１. 日 時 平成28年６月24日（金曜日） 午前10時
２. 場 所 愛知県豊田市柿本町一丁目９番地

当社本店 ６階大会議室
（末尾記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照）

３. 目的事項
報 告 事 項 1. 第82期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

　 事業報告、連結計算書類及び計算書類報告の件

2. 会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役12名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件
第４号議案 退任取締役及び退任監査役に退職慰労金贈呈の件
第５号議案 役員賞与支給の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出願います。
・株主総会にご出席いただけない場合、議決権を有する他の株主１名を代理人として株主総会にご出席いただ

くことが可能です。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となります。
・議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の日の３日前（平成28年６月20日）までに、議決権の不統

一行使をする旨及びその理由を書面により当社にご通知ください。
・株主総会参考書類及び添付書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.trinityind.co.jp/）に掲載させていただきます。
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　(添付書類）

事 業 報 告

〔平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで〕

１. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度における我が国経済は、政府による経済政策を背景に雇用・

所得環境の改善などにより、緩やかな回復基調が続きました。

　当社グループの主要顧客である自動車業界では、国内市場は軽自動車税増税

などの影響により、減少となりましたが、海外市場では、アメリカ・中国市場

を中心に比較的堅調に推移いたしました。設備投資においては、緩やかな増加

傾向が続いております。

　このような状況のもと、当社グループの当連結会計年度の売上高は332億７千

１百万円と前期に比べ37億５千７百万円（12.7％増)の増収となりました。営業

利益は16億７千３百万円と前期に比べ８億２千３百万円（96.9％増）の増益、

経常利益は18億９千６百万円と前期に比べ９億５千２百万円（101.0％増）の増

益、親会社株主に帰属する当期純利益は17億３千９百万円と前期に比べ11億３

千６百万円（188.5％増）の増益となりました。

　(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は、10億８千５百万円

であり、主要なものは自動車部品部門の生産設備であります。

　(3) 資金調達の状況

　特に記載すべき事項はございません。
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　(4) 対処すべき課題

　当社グループの中長期的な経営戦略及び対処すべき課題は、経営環境の変化

にも即応できる企業体質の強化と将来の成長に向けたグローバルで戦える安全

第一の企業文化及び事業基盤の確立です。

　設備部門におきましては、エンジニアリング会社としての原点に戻り、安全

と技術力に裏付けられたビジネスを展開し、塗装設備の製作・据付はもとより、

号口生産の維持・改善等をトータルで提案出来るビジネス体制を構築するとと

もに、世界で戦える人材の育成・拠点の整備を進めてまいります。

　自動車部品部門におきましては、安全安心な職場作りを目指すとともに、価

格競争力の向上に向けた新技術の開発及び海外拠点を含めた効率的な生産体制

の構築を進めてまいります。

　また、設備部門及び自動車部品部門ともに、他社を凌駕するオンリーワン技

術の確立に取り組んでまいります。

　(5) 財産及び損益の状況の推移

（単位：百万円）

区 分
第79期

(24/4～25/3)

第80期

(25/4～26/3)

第81期

(26/4～27/3)

第82期

(27/4～28/3)

売 上 高 28,944 27,429 29,513 33,271

経 常 利 益 708 1,011 943 1,896

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

365 637 602 1,739

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 20円10銭 34円99銭 33円11銭 95円54銭

総 資 産 26,976 28,586 32,115 32,485

(注) １株当たり当期純利益は、期中平均株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数に基づ
いて算出しております。
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（6）重要な子会社及び関連会社の状況

　 ① 子会社

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 ト ス テ ッ ク 12,000 千円 100.00 ％ 塗装設備等の保守・サービス

株 式 会 社 メ サ ッ ク 10,000 千円 95.50 ％ 塗装設備等の製造・販売

TRINITY COATING SYSTEMS LTD.
(インド)

6,000
千ルピー

100.00
％

塗装設備等の製造・販売

得立鼎塗装設備（上海）有限公司
（中国）

1,000
千米ドル

100.00
％

塗装設備等の製造・販売

THAI TRINITY CO.,LTD.
(タイ)

15,000
千バーツ

80.00
％

塗装設備等の製造・販売

　 ② 関連会社

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

INDUSTRIAL TECH SERVICES,INC.
(米国)

3,713
千米ドル

25.00
％

塗装設備等の製造・販売

丘比克（天津）転印有限公司
(中国）

53,800
千元

36.00
％

自動車部品の製造・販売

　(7) 主要な事業内容

部 門 主 要 製 品 名

塗 装 プ ラ ン ト
前処理装置、電着塗装装置、塗装ブース、乾燥炉、空気調和装置、排ガス

処理装置、排水処理装置、各種コンベヤー

塗 装 機 器
静電塗装装置、自動塗装装置、 塗料供給装置、二液式塗装装置、自動塗

料色替装置、各種塗装機器

産 業 機 械
熱処理炉、オートクレーブ、静電塗油装置、塗装乾燥装置、洗浄機、濾過

装置、リークテスター、UF・RO装置、脱硝装置

自 動 車 部 品
ステアリングハンドル、ドアスイッチベース、サイドマッドガード等の内

外装部品

― 4 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月26日 15時36分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



　(8) 主要な営業所及び工場

名 称 所 在 地

本社 愛知県豊田市

東京支店 神奈川県横浜市

大阪支店 大阪府豊中市

豊田工場 愛知県豊田市

三好工場 愛知県みよし市

田原営業所 愛知県田原市

九州営業所 福岡県宮若市

東北営業所 宮城県仙台市

株式会社トステック 愛知県豊田市

株式会社メサック 群馬県邑楽郡板倉町

TRINITY COATING SYSTEMS LTD. インド バンガロール市

得立鼎塗装設備（上海）有限公司 中国 上海市

THAI TRINITY CO.,LTD. タイ バンコク市

INDUSTRIAL TECH SERVICES,INC. 米国 ケンタッキー州

丘比克（天津）転印有限公司 中国 天津市

　(9) 従業員の状況

従業員数 (名) 前期末比増減（名)

876 1

(注) 従業員数には、臨時従業員は含まれておりません。
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２. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 普通株式 50,000,000株

(2) 発行済株式の総数 普通株式 18,220,000株

(3) 株 主 数 1,253名

　(4) 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持株比率

ト ヨ タ 自 動 車 株 式 会 社 7,595 千株 41.72 　％

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND
（PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO）

784 4.31

豊 田 通 商 株 式 会 社 580 3.19

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 358 1.97

株 式 会 社 三 菱 東 京 UFJ 銀 行 336 1.85

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 294 1.61

株 式 会 社 河 上 澄 夫 商 店 239 1.31

安 冨 次 子 218 1.20

福 澤 ト ヨ 子 204 1.12

株 式 会 社 デ ン ソ ー 200 1.10

株 式 会 社 豊 田 自 動 織 機 200 1.10

(注) １. 持株数が同数の株主については、五十音順に記載してあります。
２. 持株比率は自己株式（14,318株）を控除して計算しております。
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３. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等

氏 名 会社における地位 担当及び重要な兼職の状況

水 川 政 明 ＊ 取 締 役 社 長

楠 元 ＊ 取締役副社長

梅 田 尚 志 ♯ 常 務 取 締 役 部品事業部担当

乗 安 弘 治 ♯ 常 務 取 締 役 経営企画部担当

菊 地 定 昭 常 務 取 締 役 設備事業部担当

森 和 文 取 締 役 部品事業部生産技術部・企画部・品質管理部担当

松 村 照 顕 取 締 役 開発部担当

難 波 英 郎 取 締 役
設備事業部営業部・CS営業推進部担当、
東京支店・大阪支店担当

仲 哲 雄 取 締 役
安全環境推進部・設備事業部施工技術部・
機器技術部担当

高 井 雅 弘 取 締 役 部品事業部企画部・管理部担当

金 子 芳 樹 ♯ 取 締 役

加 藤 卓 彦 常 勤 監 査 役

磯 部 泰 夫 監 査 役

牟 田 弘 文 監 査 役 トヨタ自動車株式会社 専務役員

白 柳 正 義 監 査 役 トヨタ自動車株式会社 常務役員

(注) １. ＊印は代表取締役であります。
２. ♯印は平成27年６月26日開催の第81期定時株主総会において新たに選任された取締役であ

ります。
３. 取締役 金子芳樹氏は、社外取締役であります。
４. 取締役 金子芳樹氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同証券取引

所に届け出ております。
５. 監査役 磯部泰夫氏、牟田弘文氏及び白柳正義氏は、社外監査役であります。
６. 監査役 磯部泰夫氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同証券取引

所に届け出ております。
７. 監査役 磯部泰夫氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有するものであります。
　 ８．取締役 馬場昭次氏、深津浩彦氏、小林一夫氏及び永井克彦氏は、平成27年６月26日開催の

第81期定時株主総会終結の時をもって辞任いたしました。
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　(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区分 支給人員 報酬等の額

取締役 15名 139百万円

（うち社外取締役） (1名) (1百万円)

監査役 4名 18百万円

（うち社外監査役） (3名) (3百万円)

合計 19名 157百万円

(注) １. 上記報酬等の額には、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額、役員退職慰労引当金繰入
額を含んでおります。

２. 上記の取締役の支給人員には、平成27年６月26日開催の第81期定時株主総会終結の時をも
って辞任いたしました４名を含んでおります。

３. 平成27年６月26日開催の第81期定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金を辞任取締役
４名に対して支給しております。

４. 上記のほか使用人兼務取締役の使用人給与相当額65百万円を支払っております。

　(3) 社外役員に関する事項

　 ① 他の法人等の業務執行取締役等との兼職状況

　監査役 牟田弘文氏は、トヨタ自動車株式会社の専務役員、白柳正義氏は、ト

ヨタ自動車株式会社の常務役員であり、同社は当社の株式を7,595千株（議決権

比率41.77％）保有しており、当社製品の主要な販売先（商社経由を含む）であ

ります。
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　 ② 取締役会及び監査役会への出席状況及び発言状況

区分 氏 名 出席状況及び発言状況

取締役 金 子 芳 樹
当期開催の取締役会（10回のうち10回）に出席し、客観的な立場か
ら、専門分野を含めた幅広い経験・見識に基づき、議案審議全般に
おいて適宜発言、助言を行っております。

監査役 磯 部 泰 夫
当期開催の取締役会（13回のうち13回）及び監査役会（14回のうち
14回）に出席し、公認会計士としての専門的見地から、議案審議全
般において適宜発言、助言を行っております。

監査役 牟 田 弘 文

当期開催の取締役会（13回のうち13回）及び監査役会（14回のうち
14回）に出席し、専門分野である生産技術部門の経験、見識に基づ
き、塗装技術、安全、環境、品質、生産に関する議案審議全般にお
いて適宜発言、助言を行っております。

監査役 白 柳 正 義

当期開催の取締役会（13回のうち12回）及び監査役会（14回のうち
12回）に出席し、専門分野である部品、資材、設備調達の経験、見
識に基づき、議案審議全般において適宜発言、助言を行っておりま
す。

（注） 金子芳樹氏は、平成27年６月26日開催の第81期定時株主総会において新たに選任された取締
　役であります。
　就任以降の取締役会の開催回数は10回であります。

　

　 ③ 責任限定契約の内容の概要

　 当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第1項の規定により、同

　 法第423条第1項に定める賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に

　 基づく賠償責任限度額は、法令の定める額としております。
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４. 会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称

　新日本有限責任監査法人

　

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　 ① 会計監査人としての報酬等の額 35百万円

　 ② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他財産上の

　 利益の合計額 35百万円

(注) １. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と
金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区分
できないことから上記の金額はこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏
まえ、会計監査人の監査計画、監査の実施状況および報酬見積りの算出根拠などを確認
し、検討した結果、会社法第399条第1項の同意を行っております。

　

(3) 当社の会計監査人以外の監査法人による子会社の監査状況

　当社の重要な子会社のうち、TRINITY COATING SYSTEMS LTD.、得立鼎塗装設

備（上海）有限公司及びTHAI TRINITY CO.,LTD.は、当社の会計監査人以外の監

査法人の監査を受けております。

　

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社都合の場合の他、当該会計監査人が、会社法・公認会計士法等の法令に

違反・抵触又は公序良俗に反する行為の有無を毎事業年度に於いて判断し、監

査役会は、その事実に基づき当該会計監査人の解任又は不再任の決定を行う。

（5）会計監査人が受けた過去２年間の業務の停止の処分に係る事項

　 金融庁が平成27年12月22日付で発表した業務停止処分の内容

① 処分の対象者

新日本有限責任監査法人

　 ② 処分の内容

平成28年１月１日から平成28年３月31日までの3か月間の契約の新規の締結に

関する業務の停止

　 ③ 処分の理由

・他社の財務書類の監査において、相当の注意を怠り、重大な虚偽のある財

　 務書類を重大な虚偽のないものとして証明したため。

　・監査法人の運営が著しく不当と認められたため。
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５. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体

制」について、取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりで

あります。

　

　(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 法令・定款及び当社の経営理念を遵守するための諸規程を整備する。

② 法令知識等に関する研修等を通じて、法令及び定款に則って行動するよう徹

底する。

③ 職務の執行にあたっては、取締役会や経営会議等の会議体で総合的に検討し

た上で意思決定を行う。

　

　(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報は、法令並びに社内規程に基づき、適切に保

存及び管理を行う。

　

　(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 予算制度や稟議制度により、組織の横断的な牽制に基づいた業務の執行を行

う。

② 環境、安全、災害等のリスク及びコンプライアンスについて、各担当部署が

必要に応じて規則を作成し、管理する。

③ 災害等の発生に備えてマニュアルの整備や訓練を実施し、必要に応じて保険

付保等を行うなどリスクの分散を図る。

　

　(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制

① 中期の経営方針及び年度毎の会社方針に基づき、一貫した方針管理を行う。

② 職務の執行に係る職務分掌及び社内規程を定め、各取締役の職務の執行が効

率的に行われる体制を整備し、業務の効率的な運営を図る。

　

　(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① コンプライアンス教育を実施し、法令及び社内規程の周知徹底を図る。

② 内部監査室による社内規程等に基づく内部監査を実施する。

③ 内部通報制度としてヘルプラインを設け、コンプライアンス違反を未然に防

ぐ体制を整備する。
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　(6) 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を

確保するための体制

グループ全体で経営理念や行動指針の浸透を図り、健全な内部統制環境の醸成

を図る。また、グループ各社との意見交換や情報交換を行い、グループ内の人的

交流を通じて、業務の適正性を確認する。

① 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

子会社の経営上の重要事項に関しては、当社の事前承認または当社への報告

を求めるとともに、当社の取締役会等において審議する。

② 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

子会社の取締役に対して、リスク管理体制を整備し、重大リスクについて速

やかに当社に報告することを求めるとともに、コンプライアンスに係る施策・

整備・運用状況を審議し、連携をとって問題把握と解決を行う。

③ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

体制

子会社に対して、取締役会等の会議を開催し、業務執行上の重要課題につい

て報告・検討し、業務が効率的に行われるよう求める。

④ 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

子会社を対象とするコンプライアンス教育を実施し、子会社のコンプライア
ンス体制の整備状況につき定期的な点検を実施する。また、子会社が設置する
内部通報窓口を通じて法令遵守及び企業倫理に関する情報の早期把握と解決を
図らせる。

　(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項、及び当該使

用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項

① 監査役は、必要に応じて監査役会の職務を補助すべき使用人を指名できるも

のとする。

② 監査役会からその職務を補助すべき使用人を求められた場合、当該使用人を

置くこととし、監査役は監査業務に必要な事項を指示することができる。

③ 当該使用人は、その指示に関して監査役の指揮命令に従い、取締役、部門責

任者の指揮命令を受けないものとし、その人事に関しては、事前に監査役会ま

たは常勤監査役の同意を得る。
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　(8) 監査役への報告に関する体制及び当該報告をした者が当該報告をしたことを理

由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

① 当社及び子会社の取締役及び使用人は、当社または子会社に著しい損害を及

ぼす恐れのある事実を発見した場合は、直ちに監査役に報告する。

② 当社及び子会社の取締役及び使用人は、監査役の求めに応じ、定期的または

随時、報告を行う。

③ 内部通報制度を定め、当社及び子会社の通報・相談体制を確保するとともに、

重要な通報案件については監査役に報告し、情報の共有を図る。

　また、通報者に対して、いかなる不利益な取扱いをしないことを定め、その

旨を当社及び子会社の取締役及び使用人に周知徹底する。

　

　(9) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当

該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　 監査役が職務の執行に関して生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をした

時は、当該監査役の職務に必要ないと認められた場合を除き、速やかに当該請

求に基づき支払いを行う。

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役と代表取締役とは定期的な情報交換の場を通じ、情報の共有化を図る。

② 監査役は、重要な会議体への出席、重要書類の閲覧をする。また、必要に応

じ、使用人に説明を求める。

③ 監査役は、会計監査人から会計監査内容について説明を受け、情報の交換を

行う。

　

― 13 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月26日 15時36分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



（業務の適正を確保するための体制の運用状況）

当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下の

とおりであります。

① コンプライアンス体制

当社は、役員以下、全従業員を対象とした「コンプライアンス規程」等の諸

規程を整備するとともに、コンプライアンス教育を実施し、法令及び社内規程

の周知徹底を図っております。

　また、内部通報窓口を設けるとともに、「ヘルプライン運用管理規程」を策

定、遵守することでコンプライアンス違反の未然防止に努めております。

② リスク管理体制

当社は、安全衛生委員会、コンプライアンス委員会等の取組みにおい

て、各部が保有するリスクを明確にするとともに、その対策・規則を策

定しております。

　また、災害等の発生に備えて、事業継続計画を策定するとともに、年

に１度の防災訓練を実施しております。

③ 取締役の職務執行

当社の取締役は、原則月１回の取締役会を開催し、法令または定款に定めら

れた事項及び経営上重要な決議を行っております。

　また、社外取締役１名、社外監査役３名が取締役会に出席することにより、

取締役の業務執行の監督機能を担保する体制を構築しております。

④ グループ管理体制

グループ統一の経営理念・行動指針が記載されたカードを全子会社・全従業

員に展開することで、内部統制環境の醸成を図るとともに、子会社に対し、当

社役員を継続して選定することにより、定期的な意見交換・情報交換ができる

体制を構築しております。

　また、子会社経営上の重要事項に関し、当社への事前承認・事後報告事項を

明確化した「子会社権限規程」を制定し、連結経営・グループ内部統制強化を

図っております。
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⑤ 監査役の職務執行

監査役は、取締役会の他、経営会議、コンプライアンス委員会等の社内の重

要な会議体に出席し、必要に応じて意見を述べるとともに、社長、会計監査人

及び内部監査室と定期的な情報交換を行い、取締役の職務の執行について監視

をしております。

　現在、監査役を補助する者を１名選任し、監査役会の指揮のもと、監査役会

の運営事務に当たらせております。

　また、当社及び当社子会社に設置した内部通報窓口及び「ヘルプライン運用

管理規程」に基づき、当社または子会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実

が発見された場合は、監査役まで報告される体制を構築しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

〔千円未満切り捨て〕
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） 千円 （負 債 の 部） 千円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

製 品

仕 掛 品

原 材 料

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

繰 延 税 金 資 産

退職給付に係る資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

20,690,864

10,062,750

9,035,458

34,198

784,946

344,358

307,707

122,653

△1,208

11,795,066

8,548,713

2,069,150

932,136

391,995

4,880,446

64,070

210,912

114,978

3,131,374

2,210,590

869,406

2,846

28,180

46,042

△25,691

流 動 負 債 8,543,729

支払手形及び買掛金 6,267,825

未 払 金 305,493

未 払 費 用 220,215

前 受 金 52,222

リ ー ス 債 務 19,045

未 払 法 人 税 等 223,919

賞 与 引 当 金 642,139

役 員 賞 与 引 当 金 43,775

完成工事補償引当金 88,651

設 備 関 係 支 払 手 形 13,142

そ の 他 667,300

固 定 負 債 2,444,333

リ ー ス 債 務 51,252

繰 延 税 金 負 債 967,479

役員退職慰労引当金 170,112

退職給付に係る負債 1,224,139

資 産 除 去 債 務 31,350

負 債 合 計 10,988,063

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 20,400,008

資 本 金 1,311,000

資 本 剰 余 金 784,172

利 益 剰 余 金 18,312,746

自 己 株 式 △7,910

その他の包括利益累計額 701,906

その他有価証券評価差額金 857,590

為替換算調整勘定 373,605

退職給付に係る調整累計額 △529,290

非支配株主持分 395,952

純 資 産 合 計 21,497,867

資 産 合 計 32,485,930 負債・純資産合計 32,485,930
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連 結 損 益 計 算 書

〔平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで〕

〔千円未満切り捨て〕

科 目 金 額

千円 千円

売 上 高 33,271,406

売 上 原 価 27,918,808

売 上 総 利 益 5,352,598

販売費及び一般管理費 3,679,080

営 業 利 益 1,673,517

営 業 外 収 益

受 取 利 息 98,065

受 取 配 当 金 45,900

持分法による投資利益 103,076

為 替 差 益 4,193

雑 収 入 51,033 302,270

営 業 外 費 用

雑 支 出 79,447 79,447

経 常 利 益 1,896,339

税金等調整前当期純利益 1,896,339

法人税、住民税及び事業税 421,576

法 人 税 等 調 整 額 △329,389

当 期 純 利 益 1,804,152

非支配株主に帰属する当期純利益 64,772

親会社株主に帰属する当期純利益 1,739,379
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連結株主資本等変動計算書

〔平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで〕

〔千円未満切り捨て〕

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,311,000 784,172 16,755,431 △7,551 18,843,052

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △182,064 △182,064

親会社株主に帰属する当期純利益 1,739,379 1,739,379

自 己 株 式 の 取 得 △358 △358

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 - - 1,557,315 △358 1,556,956

当 期 末 残 高 1,311,000 784,172 18,312,746 △7,910 20,400,008

　

その他の包括利益累計額
非 支 配
株主持分

純資産合計その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 1,147,045 756,760 △218,659 1,685,146 365,340 20,893,539

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △182,064

親会社株主に帰属する当期純利益 1,739,379

自 己 株 式 の 取 得 △358

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△289,454 △383,154 △310,630 △983,239 30,611 △952,628

連結会計年度中の変動額合計 △289,454 △383,154 △310,630 △983,239 30,611 604,327

当 期 末 残 高 857,590 373,605 △529,290 701,906 395,952 21,497,867
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連 結 注 記 表
　

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１. 連結の範囲に関する事項

　 （1）連結子会社の数 10社

主要な連結子会社の名称 ㈱トステック、㈱メサック、TRINITY COATING SYSTEMS LTD.

　 得立鼎塗装設備（上海）有限公司、THAI TRINITY CO.,LTD.

　 （2）非連結子会社の名称

TRINITY (PHILIPPINES) CORPORATION

(連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売上高、持分相当額当期純損益及び持分相当

額利益剰余金等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２. 持分法の適用に関する事項

　 (1) 持分法を適用した関連会社の数 ５社

主要な会社等の名称 INDUSTRIAL TECH SERVICES,INC.、丘比克（天津）転印有限公司

　 台湾得立鼎股份有限公司、モスニック㈱

　 (2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

旭鉄工㈱、TRINITY (PHILIPPINES) CORPORATION

(持分法を適用しない理由）

　持分法非適用会社は各々小規模であり、それらの当期純損益及び利益剰余金等は、いずれ

も連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の事業年

度に係る計算書類を使用しております。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、THAI TRINITY CO.,LTD.、得立鼎塗装設備（上海）有限公司ほか４社

の決算日は、12月31日であります。

　連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しておりますが、同日

以後連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結決算上必要な調整を行っており

ます。

４. 会計方針に関する事項

　 (1) 資産の評価基準及び評価方法

　 ①有価証券

　その他有価証券

時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…移動平均法による原価法
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　 ②たな卸資産

製 品…主として個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法)

仕 掛 品…主として個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法)

原 材 料…主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法)

　 (2) 減価償却資産の減価償却の方法

　 ①有形固定資産（リース資産を除く)

建 物…定額法（ただし平成10年３月31日以前に取得したものは定率法）

その他…主として定率法

なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。

　建物及び構築物 ７～31年

　機械装置及び運搬具 ５～12年

　工具、器具及び備品 ２～５年

　また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が

終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

　 ②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

づいております。

　 ③リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　 (3) 引当金の計上基準

　 ①貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

　 ②賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、会社が算定した当連結会計年度に負担すべき

支給見込額を計上しております。

　 ③役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるため、会社が算定した当連結会計年度に負担すべき支

給見込額を計上しております。

　 ④完成工事補償引当金

　完成工事の補償による損失に備えるため、過去の売上高に対する補償損失の発生率に基

づき、翌連結会計年度以降に発生する補償見積額を計上しております。

　また、個別の補償工事については補償工事費の発生見込額を計上しております。

　 ⑤役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規による期末要支給額の100％を計上

しております。

― 20 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月26日 15時36分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



　 (4) 退職給付に係る会計処理の方法

　 ①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

　 ②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（14年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしております。

　過去勤務費用は、その発生した連結会計年度に一括して費用処理することとしておりま

す。

５. 収益及び費用の計上基準

　 完成工事高の計上基準

　完成工事高の計上は、着手した工事契約から当連結会計年度末までの進捗部分について

成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比

例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

６. その他連結計算書類作成のための重要な事項

　 (1) ヘッジ会計の方法

　 ①ヘッジ会計の方針

　外貨建金銭債権債務等に係る為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引（個別

予約）を行っております。

　 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…為替予約

　ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務等

　 ③ヘッジ会計の方法

　為替変動リスクを回避する目的として利用している為替予約（個別予約）について

は、時価評価せず振当処理によっております。

　 ④ヘッジの有効性評価の方法

　為替予約の振当処理の要件を満たし、外貨建金銭債権債務ごとに個別に為替予約を

付す方針であるため、外貨建取引等の会計処理に関する実務指針第４項に基づき、個

別に為替予約を付し振当処理の要件に該当するか否かの判定をもって有効性の判定に

代えております。

　 (2) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

　 (3) 連結納税制度の適用

　当社及び一部の国内子会社は、連結納税制度を適用しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）

　 有形固定資産の減価償却累計額 20,325,374千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１. 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（千株) 18,220 ― ― 18,220

２. 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（株) 13,518 800 ― 14,318

３. 配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　 平成27年６月26日の定時株主総会において次のとおり決議しております。

　 ・普通株式の配当に関する事項

　 ① 配当金の総額 182,064千円

　 ② １株当たり配当額 10円

　 ③ 基準日 平成27年３月31日

　 ④ 効力発生日 平成27年６月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　 平成28年６月24日開催予定の定時株主総会において次のとおり付議致します。

　 ・普通株式の配当に関する事項

　 ① 配当金の総額 546,170千円

　 ② １株当たり配当額 30円

　 ③ 基準日 平成28年３月31日

　 ④ 効力発生日 平成28年６月27日
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(金融商品に関する注記）

１. 金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しております。また、デリバテ

ィブは後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針でありま

す。

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証

券である株式は、主に業務上の関係を要する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒さ

れております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。

　デリバティブ取引は、外貨建の営業債権・債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引

を目的とした先物為替予約取引を行っております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ会計の方

針、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ会計の方法、ヘッジの有効性の評価方法等については、

前述の「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」に記載されてい

る「６．その他連結計算書類作成のための重要な事項」をご覧ください。

　(3) 金融商品に係るリスク管理体制

　 ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権について、取引先毎の期日管理及び残高管理を行うとともに、主要な取

引先の状況のモニタリングを定期的に行っております。

　デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを低減するために、格付けの高い金融

機関とのみ取引を行っています。

　 ② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建の営業債権・債務等の発生と同時に、各事業部が担当役員の決裁を受けた

後、経理室へ為替予約の申請書を提出し、その都度、経理室が当該営業債権・債務と見合い

の金額に為替予約を付しております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握して

おります。

　 ③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき経理室が適時に資金繰計画を作成・更新することによ

り、流動性リスクを管理しております。

　(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２. 金融商品の時価等に関する事項

　平成28年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のは、次表には含めておりません（（注2）を参照ください。）。

連結貸借対照表
計上額（千円)

時価（千円)
差額
(千円)

(1) 現金及び預金 10,062,750 10,062,750 ―

(2) 受取手形及び売掛金 9,035,458 9,035,458 ―

(3) 投資有価証券
　 その他有価証券

1,296,709 1,296,709 ―

(4) 支払手形及び買掛金 (6,267,825) (6,267,825) ―

(5) デリバティブ取引 ― ― ―

※ 負債に計上されているものについては、( ）で示しております。

(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　(1) 現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

　(3) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額

と取得原価との差額は以下のとおりであります。

区分 種 類
取得原価
(千円)

連結貸借対照表
計上額（千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 54,205 1,285,524 1,231,318

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 15,068 11,185 △3,882

合 計 69,274 1,296,709 1,227,435

　(4) 支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。
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　(5) デリバティブ取引

　 ① ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。

　 ② ヘッジ会計が適用されているもの：該当するものはありません。

(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（千円)

非上場株式 913,880

　これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もるには過大な

コストを要すると見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められる

ものであるため、「(3)その他有価証券」には含めておりません。

(１株当たり情報に関する注記）

　１株当たり純資産額 1,159.08円

　１株当たり当期純利益 95.54円

(その他の注記）

　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

(平成28年３月31日現在)

〔千円未満切り捨て〕

科 目 金 額 科 目 金 額
(資 産 の 部) 千円 (負 債 の 部) 千円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

仕 掛 品

原 材 料

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

15,393,371

5,815,684

1,470,757

6,832,226

643,141

301,535

284,613

45,497

△84

11,239,860

8,295,469

1,965,740

93,748

909,607

709

299,905

4,759,686

63,511

202,558

103,968

7,820

24,747

71,401

2,840,423

447,133

1,336,360

116,700

502,242

30,597

400,862

23,719

△17,191

流 動 負 債 8,235,553
支 払 手 形 795,540
買 掛 金 4,505,100
リ ー ス 債 務 18,458
未 払 金 302,703
未 払 費 用 201,109
前 受 金 1,183
関 係 会 社 預 り 金 889,000
賞 与 引 当 金 609,065
役 員 賞 与 引 当 金 37,817
完成工事補償引当金 84,986
設 備 関 係 支 払 手 形 13,142
設 備 関 係 未 払 金 271,573
そ の 他 505,873

固 定 負 債 2,146,900
リ ー ス 債 務 51,252
繰 延 税 金 負 債 940,565
退 職 給 付 引 当 金 992,637
役員退職慰労引当金 131,094
資 産 除 去 債 務 31,350
負 債 合 計 10,382,453
(純 資 産 の 部)

株 主 資 本 15,392,825
資 本 金 1,311,000
資 本 剰 余 金 742,892
資 本 準 備 金 668,522
そ の 他 資 本 剰 余 金 74,370

利 益 剰 余 金 13,346,842
利 益 準 備 金 327,750
そ の 他 利 益 剰 余 金 13,019,092
土 地 圧 縮 積 立 金 1,045,970
別 途 積 立 金 5,152,000
繰 越 利 益 剰 余 金 6,821,122

自 己 株 式 △7,910
評価・換算差額等 857,954

その他有価証券評価差額金 857,954
純 資 産 合 計 16,250,779

資 産 合 計 26,633,232 負債・純資産合計 26,633,232
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損 益 計 算 書

〔平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで〕

〔千円未満切り捨て〕

科 目 金 額

千円 千円

売 上 高 28,020,097

売 上 原 価 23,857,189

売 上 総 利 益 4,162,908

販売費及び一般管理費 3,182,991

営 業 利 益 979,917

営 業 外 収 益

受 取 利 息 9,167

受 取 配 当 金 436,915

雑 収 入 15,422 461,505

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,337

雑 支 出 80,595 81,933

経 常 利 益 1,359,489

税 引 前 当 期 純 利 益 1,359,489

法人税、住民税及び事業税 215,143

法 人 税 等 調 整 額 △326,444

当 期 純 利 益 1,470,790
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株主資本等変動計算書

〔平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで〕

〔千円未満切り捨て〕

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金

土 地 圧 縮
積 立 金

別途積立金

当 期 首 残 高 1,311,000 668,522 74,370 742,892 327,750 1,022,338 5,152,000

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

税率変更による積立金の調整額 23,632

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動額(純額)

当事業年度中の変動額合計 － － － － － 23,632 －

当 期 末 残 高 1,311,000 668,522 74,370 742,892 327,750 1,045,970 5,152,000

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計

利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 5,556,029 12,058,117 △7,551 14,104,458 1,147,145 1,147,145 15,251,604

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △182,064 △182,064 △182,064 △182,064

税率変更による積立金の調整額 △23,632 － － －

当 期 純 利 益 1,470,790 1,470,790 1,470,790 1,470,790

自 己 株 式 の 取 得 △358 △358 △358

株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動額(純額)

△289,191 △289,191 △289,191

当事業年度中の変動額合計 1,265,092 1,288,725 △358 1,288,366 △289,191 △289,191 999,174

当 期 末 残 高 6,821,122 13,346,842 △7,910 15,392,825 857,954 857,954 16,250,779
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１. 資産の評価基準及び評価方法

　 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

　その他有価証券

時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの…移動平均法による原価法

　 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

仕 掛 品…主として個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）

原 材 料…主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）

２. 減価償却資産の減価償却の方法

　 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　建 物…定額法（ただし平成10年３月31日以前に取得したものは定率法）

　その他…定率法

　 なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。

　 建物 15～31年

　 構築物 ７～15年

　 機械及び装置 ５～12年

　 車両運搬具 ４～５年

　 工具、器具及び備品 ２～５年

　また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が

終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

　 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づいております。

　 (3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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３. 引当金の計上基準

　 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

　 (2) 賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、会社が算定した当事業年度に負担すべき支

給見込額を計上しております。

　 (3) 役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるため、会社が算定した当事業年度に負担すべき支給

見込額を計上しております。

　 (4) 完成工事補償引当金

　完成工事の補償による損失に備えるため、過去の売上高に対する補償損失の発生率に

基づき、翌事業年度以降に発生する補償見積額を計上しております。

　また、個別の補償工事については補償工事費の発生見込額を計上しております。

　 (5) 退職給付引当金

　従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上して

おります。

　なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（14年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。

　過去勤務費用については、その発生した事業年度に一括して費用処理しております。

　 (6) 役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規による期末要支給額の100％を計

上しております。
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４. 収益及び費用の計上基準

　 完成工事高の計上基準

　完成工事高の計上は、着手した工事契約から当事業年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

５. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 (1) ヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方針

　外貨建金銭債権債務等に係る為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引（個別

予約）を行っております。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…為替予約

　ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務等

　 ③ ヘッジ会計の方法

　為替変動リスクを回避する目的として利用している為替予約（個別予約）について

は、時価評価せず振当処理によっております。

　 ④ ヘッジの有効性評価の方法

　為替予約の振当処理の要件を満たし、外貨建金銭債権債務ごとに個別に為替予約を

付す方針であるため、外貨建取引等の会計処理に関する実務指針第４項に基づき、個

別に為替予約を付し振当処理の要件に該当するか否かの判定をもって有効性の判定に

代えております。

　 (2) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

　 (3) 連結納税制度の適用

　当社は、連結納税制度を適用しております。
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（貸借対照表に関する注記）

１. 有形固定資産の減価償却累計額 19,764,674千円

２. 関係会社に対する金銭債権 503,327千円

　 関係会社に対する金銭債務 230,152千円

（損益計算書に関する注記）

　関係会社との取引高

　 売上高 1,932,962千円

　 仕入高 2,109,527千円

　 営業取引以外の取引高 425,118千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式（株) 13,518 800 ― 14,318
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産

　 賞与引当金 184,485千円

　 完成工事補償引当金 25,742千円

　 退職給付引当金 298,486千円

　 役員退職慰労引当金 39,419千円

　 その他 197,558千円

　 小計 745,692千円

　 評価性引当額 △461,078千円

　 繰延税金資産合計 284,613千円

　 繰延税金負債

　 土地売却による圧縮記帳 △449,768千円

　 その他有価証券評価差額金 △370,257千円

　 その他 △120,539千円

　 繰延税金負債合計 △940,565千円

　 流動資産―繰延税金資産 284,613千円

　 固定負債―繰延税金負債 △940,565千円

(関連当事者との取引に関する注記）

１. 親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の
関係会社

トヨタ
自動車㈱

被所有
直接 41.8％
間接 2.7％

塗装設備、
自動車部品の
納入先
部分品の
購入先
役員の兼任

自動車部品
の販売

746,547
受取手形
売掛金

22,800
73,769

部分品の
購入

61,571 ― ―

　取引条件及び取引条件の決定方針など

　取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。

(1) トヨタ自動車㈱との営業取引は、上記の他、塗装設備の販売を豊田通商㈱経由で行っており

ます。

(2) 自動車部品の販売について、価格その他の取引条件は、年毎に交渉の上決定しております。

(3) 塗装設備の販売について、価格その他の取引条件は、工事毎に交渉の上決定しております。
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２. 子会社及び関連会社等

属性
会社等の
名称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
㈱トステ
ック

所有
直接 100％

当社製品の
保守・サービ
スの委託先
役員の兼任

保守・サー
ビスの委託
等

1,864,170
買掛金
未払金

216,768
7,814

支払利息 1,021
関係会社
預り金

679,000

子会社
㈱メサッ
ク

所有
直接 95.5％

塗装機器の
納入先
部分品の
購入先
役員の兼任

塗装機器の
販売

12,655
受取手形
売掛金

248
393

部分品の
購入

25,263 買掛金 348

支払利息 315
関係会社
預り金

210,000

　取引条件及び取引条件の決定方針など

　取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。

(1) 上記子会社に対する資金の預りについては、当社における関係会社預り金制度に基づくもの

であり預り金に付される利息については、市場金利を勘案した上で、利率を決定しておりま

す。

(2) 保守・サービスの委託について、価格その他の取引条件は、取引毎に交渉の上決定しており

ます。

(3) 塗装機器の販売について、価格その他の取引条件は、取引毎に交渉の上決定しております。

3.兄弟会社等

属性
会社等の
名称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の
関係会社
の子会社

ダイハツ
工業㈱

被所有
直接 0.5％
間接 ―％

塗装設備の
納入先

塗装設備の
販売

1,313,662
受取手形
売掛金

612,728
382,921

　
　取引条件及び取引条件の決定方針など

　取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。

(1) 塗装設備の販売について、価格その他の取引条件は、工事毎に交渉の上決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１. １株当たり純資産額 892.62円

２. １株当たり当期純利益 80.78円

　

（その他の注記）

　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成28年５月13日

トリニティ工業株式会社

　取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 竹 野 俊 成 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 水 谷 洋 隆 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、トリニティ工業株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算

書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不

正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示する

ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施す

ることを求めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤

謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適

用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの

ではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な

監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書

類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、トリニティ工業株式会社及び連結子会社

からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成28年５月13日

トリニティ工業株式会社

　取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 竹 野 俊 成 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 水 谷 洋 隆 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、トリニティ工

業株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第82期事業年度の

計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附

属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法

人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査

証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ

り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス

クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に

ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその

附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附

属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第82期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに以下の方法で監
査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企
業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則
第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的
に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算
規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成
17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたし
ました。
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2. 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

　 平成28年５月17日
トリニティ工業株式会社 監査役会

常勤監査役 加 藤 卓 彦 ㊞

社外監査役 磯 部 泰 夫 ㊞

社外監査役 牟 田 弘 文 ㊞

社外監査役 白 柳 正 義 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

　 議案及び参考事項
　 第１号議案 剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

　第82期の期末配当につきましては、業績等を総合的に勘案して、株主の

皆様のご支援にお応えするため、以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金30円 総額546,170,460円

(2) 剰余金の配当が効力を生ずる日

　平成28年６月27日
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　 第２号議案 取締役12名選任の件

　取締役全員11名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、取締役12名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所 有 す る
当社株式の数

１
水 川 政 明
みず かわ まさ あき

(昭和27年１月26日生)

昭和49年４月 トヨタ自動車工業株式会社入社

20,000株

平成12年６月 トヨタ自動車株式会社生産管理

部長

平成14年１月 同社田原工場工務部長

平成18年３月 有限会社トヨタモーターマニュ

ファクチャリングロシア社長
平成20年６月 当社取締役副社長

平成27年６月 当社取締役社長（現在に至る）

２

※

玉 木 利 明
たま き とし あき

(昭和33年１月５日生)

昭和56年４月 トヨタ自動車工業株式会社入社

20,000株

平成20年12月 トヨタ自動車株式会社スタンピ

ングツール部長
平成22年６月 同社生技管理部長

平成25年４月 同社常務理事

平成25年４月 同社堤工場長、高岡工場長

平成28年４月 当社顧問（現在に至る）

３
楠 元

くすのき げん

(昭和29年１月22日生)

昭和55年４月 トヨタ自動車工業株式会社入社

11,000株

平成14年１月 トヨタ自動車株式会社第７生技

部長
平成16年４月 同社高岡工場塗装・成形部長

平成19年１月 トヨタモーターマニュファクチ

ャリングフランス株式会社上級

副社長
平成22年１月 当社顧問

平成22年６月 当社常務取締役

平成24年６月 当社専務取締役

平成27年６月 当社取締役副社長（現在に至る）
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式の数

４
梅 田 尚 志
うめ だ ひさ し

(昭和32年２月26日生)

昭和57年４月 トヨタ自動車工業株式会社入社

8,000株

平成16年１月 トヨタ自動車株式会社ボデー生技

部塗装技術室長
平成20年１月 同社塗装生技部塗装技術室長

平成22年１月 同社高岡工場塗装部長

平成27年１月 当社理事

平成27年６月 当社常務取締役（現在に至る）

５
乗 安 弘 治
のり やす こう じ

(昭和37年２月26日生)

昭和59年４月 トヨタ自動車株式会社入社

6,000株

平成17年１月 トヨタ自動車（中国）投資有限公

司副総経理

平成22年１月 トヨタ自動車株式会社中国部業務

室主査
平成24年１月 同社関連事業室主査

平成26年１月 国瑞汽車有限公司董事協理

平成27年４月 当社理事

平成27年６月 当社常務取締役（現在に至る）

６
菊 地 定 昭
きく ち さだ あき

(昭和32年７月８日生)

昭和54年４月 日本工芸工業株式会社入社

2,000株

平成10年４月 当社自動車塗装プラント事業部プ

ロジェクト室管理グループリーダ

ー

平成11年４月 当社自動車塗装プラント事業部プ

ロジェクト室プロジェクト推進グ

ループリーダー

平成17年１月 当社A&Gプラント事業部企画部プ

ロジェクト室長

平成18年６月 当社A&Gプラント事業部企画部長

平成21年６月 当社取締役

平成27年６月 当社常務取締役（現在に至る）

７
森 　 和 文
もり かず ふみ

(昭和30年８月31日生)

昭和49年４月 トヨタ自動車工業株式会社入社

2,000株

平成６年１月 トヨタ自動車株式会社第２ボデー

設計部担当員

平成10年10月 当社部品事業部生技部技術グルー

プリーダー代理

平成15年４月 当社部品事業部技術部長

平成18年１月 当社部品事業部技術営業部長兼製

品設計室長

平成19年６月 当社取締役（現在に至る）
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式の数

８
難 波 英 郎
なん ば ひで お

(昭和32年７月28日生)

昭和61年11月 トリニティ工業株式会社入社

14,000株

平成11年４月 当社自動車塗装プラント事業部ト

ヨタ営業部第１営業グループリー

ダー

平成18年１月 当社部品事業部品質保証部長

平成19年１月 当社部品事業部企画部長

平成20年１月 当社部品事業部企画営業部長

平成20年６月 当社取締役（現在に至る）

９
仲 　 哲 雄
なか てつ お

(昭和33年７月20日生)

昭和58年４月 トリニティ工業株式会社入社

1,000株

平成16年４月 当社管理部法務特許室法務課長

平成17年１月 当社経営企画室長

平成20年６月 当社A&Gプラント事業部営業副部

長

平成21年６月 当社A&Gプラント事業部第１設計

エンジニアリング部長

平成23年１月 当社A&Gプラント事業部安全技術

部長

平成24年６月 当社取締役（現在に至る）

10
高 井 雅 弘
たか い まさ ひろ

(昭和33年３月13日生)

昭和61年４月 トリニティ工業株式会社入社

2,000株

平成19年６月 当社事業企画部企画部長

平成20年６月 当社A&Gプラント事業部企画部総

括室長
平成21年１月 当社安全衛生環境部長

平成21年６月 当社経営企画部長

平成24年７月 当社部品事業部企画副部長

平成26年６月 当社取締役（現在に至る）
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所 有 す る
当社株式の数

11

※

久 米 潤
く め じゅん

一 郎
いち ろう

(昭和38年３月20日生)

平成３年７月 トリニティ工業株式会社入社

　1,000株

平成19年１月 当社A&Gプラント事業部企画部プ

ロジェクト推進課長
平成21年6月 THAI TRINITY CO,LTD.社長

平成26年2月 当社A&Gプラント事業部（現 設

備事業部）Ｐ/Ｊ企画室長（現在

に至る）

12
金 子 芳 樹
かね こ よし き

(昭和24年８月16日生)

昭和47年４月 トヨタ自動車工業株式会社入社

なし

平成10年４月 トヨタクレジットカナダ株式会

社取締役社長

平成13年１月 トヨタ自動車株式会社関連事業部長

平成13年６月 トヨタ自動車企業年金基金常務理事

平成17年６月 豊田鉄工株式会社常務取締役

平成23年６月 同社取締役副社長

平成26年６月 同社顧問

平成27年６月 当社取締役（現在に至る）

(注) １. ※は新任の取締役候補であります。
　 ２. 各候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。

３. 当社は昭和55年４月に日本工芸工業株式会社、マトコ工業株式会社及び同和工業株式会社
が合併したものであります。

４. 金子芳樹氏は、社外取締役候補者であります。
５．社外取締役候補者の選任理由について

金子芳樹氏につきましては、客観的な立場から、専門分野を含めた幅広い経験・見識に基
づいた助言をいただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

６．金子芳樹氏の社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって１年とな
ります。

７．当社と金子芳樹氏との間につきましては、会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定す
る契約を締結しております。
なお、この場合の賠償責任限度額は、法令の定める額となります。

８．金子芳樹氏が社外取締役に就任した場合、同氏は東京証券取引所の定める独立役員となる
予定であります。
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第３号議案 監査役２名選任の件

　監査役磯部泰夫氏、白柳正義氏の両氏は、本総会終結の時をもって辞任され
ますので、監査役２名の選任をお願いするものであります。
　選任されました場合の任期は、定款第29条第２項の規定により、前任者の任
期の満了する時までとなります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び
重要な兼職の状況

所 有 す る
当社株式の数

１
神 島 清 司
か み し ま き よ し

(昭和40年５月15日生)

昭和63年４月 トヨタ自動車株式会社入社

なし

平成18年１月 トヨタパーソナルサポート株式

会社取締役
平成21年１月 トヨタ自動車株式会社人事部企

画室長
平成22年１月 同社総務部総務室長
平成25年１月 トヨタモーターアジアパシフィ

ックエンジニアリングアンドマ

ニファクチャリング株式会社副

社長
平成28年１月 トヨタ自動車株式会社資材・設

備調達部長（現在に至る）

２
山 田 美 典
やま だ よし のり

（昭和36年９月９日生)

昭和63年10月 監査法人伊東会計事務所入所

なし

平成13年１月 中央青山監査法人社員
平成18年９月 あらた監査法人代表社員
平成24年７月 公認会計士山田美典事務所所長

（現在に至る）
平成24年12月 税理士山田美典事務所所長（現

在に至る）
平成25年７月 日本公認会計士協会主任研究員

(注) １. 各候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。
２. 神島清司氏、山田美典氏は、社外監査役候補者であります。
３. 社外監査役の候補者とした理由及び社外監査役としての職務を適切に遂行することができ

ると判断した理由
　 神島清司氏につきましては、トヨタ自動車株式会社での豊富な経験、知識等を当社の監査

体制にいかしていただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。
山田美典氏につきましては、公認会計士としての豊富な経験、知識等を当社の監査体制に
いかしていただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。

４．神島清司氏は、当社の特定関係事業者であるトヨタ自動車株式会社の業務執行者でありま
す。

５．当社と神島清司氏、山田美典氏との間につきましては、会社法第423条第１項に定める賠償
責任を限定する契約を締結する予定であります。
なお、この場合の賠償責任の限度額は、法令の定める額となります。

６．山田美典氏が社外監査役に就任した場合、同氏は東京証券取引所の定める独立役員となる
予定であります。
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第４号議案 退任取締役及び退任監査役に退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって任期満了により退任されます取締役松村照顕氏及び

本総会終結の時をもって辞任されます監査役磯部泰夫氏、白柳正義氏の両氏に

対し、その在任中の功労に報いるため、当社所定の基準に従い相当額の範囲内

で退職慰労金を贈呈いたしたく、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、退

任取締役については取締役会に、退任監査役については監査役の協議にそれぞ

れご一任願いたいと存じます。

退任取締役及び退任監査役の略歴は次のとおりであります。
　

氏 名 　略 歴

松 村
まつ むら

照 顕
てる あき

　平成20年6月 当社取締役（現在に至る）

磯 部
いそ べ

泰 夫
やす お

　平成22年6月 当社監査役（現在に至る）

白 柳
しら やなぎ

正 義
まさ よし

　平成25年6月 当社監査役（現在に至る）

　
第５号議案 役員賞与支給の件

　当期末時点の取締役11名（うち社外取締役1名）及び監査役４名に対し、当期

の業績等を勘案して役員賞与総額38,382,000円（うち社外取締役を除く取締役

分33,790,000円、社外取締役分300,000円、監査役分4,292,000円）を支給する

ことといたしたいと存じます。

以 上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会 場 愛知県豊田市柿本町一丁目９番地 当社本店６階大会議室

◎ 交 通 案 内

・名鉄豊田市駅（西口・松坂屋前）名鉄バス乗り場より、

衣ヶ原経由赤池駅行きに乗車し、豊田東新町下車しバス停より

徒歩にて約10分です。

・東名高速道路豊田I.C.より車で約５分です。
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